
１　社会資本形成の世代間負担比率

２　受益者負担比率

３　住民一人当たりの状況

※平成26年3月31日現在の住民基本台帳人口：87,239人

連結財務書類の指標

　　　公共資産整備の財源に対する世代間の負担バランスを表した指標で、公共資産合計に占める
　　地方債残高の割合が少なければ将来世代の負担は少なく、逆にその割合が高ければ将来世代の
　　負担が大きいと言えます。

　　　経常行政コストに対して経常収益（受益者負担金等）の割合がどの程度かを表した指標で、
　　経常行政コストと経常収益の差額を地方交付税や市税、国県補助金等で賄うことになります。

（１）住民一人当たりの資産 （単位：千円、％）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

公共資産 3,256 95.9 3,208 95.4 3,161 94.9 3,186 94.8

投 資 等 62 1.8 67 2.0 74 2.2 82 2.4

流動資産 79 2.3 86 2.6 97 2.9 95 2.8

合計 3,397 100.0 3,361 100.0 3,332 100.0 3,363 100.0

（２）住民一人当たりの負債及び純資産 （単位：千円、％）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

負　　債 1,433 42.2 1,397 41.6 1,358 40.8 1,342 39.9

純 資 産 1,964 57.8 1,964 58.4 1,974 59.2 2,021 60.1

合計 3,397 100.0 3,361 100.0 3,332 100.0 3,363 100.0

区分
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
区分

（３）住民一人当たりの経常行政コスト （単位：千円、％）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

人にかかるコスト 129 15.8 127 15.0 128 15.0 123 13.9

物にかかるコスト 224 27.2 231 27.3 227 26.4 232 26.2

移転的支出なコスト 431 52.6 456 53.8 469 54.8 499 56.5

その他のコスト 36 4.4 33 3.9 32 3.8 30 3.4

合計 820 100.0 847 100.0 856 100.0 884 100.0

区分
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

（単位：億円、％）

区分 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

公共資産合計 2,943 2,865 2,788 2,779

地方債残高
(将来世代負担分)

1,160 1,121 1,075 1,049

純資産合計
(過去･現世代負担分)

1,776 1,754 1,741 1,764

社会資本形成の将
来世代負担比率

39.4 39.1 38.5 37.8

社会資本形成の過
去及び現世代負担

60.4 61.2 62.5 63.5

※純資産のうち基金や貸付金の財源となったものなど、社会資本整備に
　直接関連しないものを含むため、将来世代負担比率と過去及び現世代
　負担比率を合わせても100％になりません。
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（単位：億円、％）

区分 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

経常収益 223 219 228 220

経常行政コスト 742 756 755 772

受益者負担比率 30.0 29.0 30.1 28.5
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